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施設整備検査チェックポイント

１　設計業者の選定過程が理事会等の議事録で明確になっているか。

２　設計監理契約は適切に結ばれ、その内容は適正か。

３　建設工事業者選定等の契約事務は、「社会福祉施設整備に係る契約事務の基準」

　により適切に行われているか。

　【理事会審議･報告事項】

　　・入札参加業者に必要な資格（審議）

　　・入札参加業者募集に係る公告事項及び公告の方法（審議）

　　・入札参加業者の決定（審議）

　　・入札参加業者に対する工事概要等の説明事項（審議）

　　・入札結果（報告）

　　・契約締結の決定（審議）

４　業者への支払事務は適切か。

５　財源構成等は、計画（法人等審査会承認）どおり行われているか。

６　寄附金は、計画（法人等審査会承認）どおり履行されているか。
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○現地調査(中間･完成)における指摘事項･問題点など（H17以前）

Ⅰ　契約書上の不整合

　　①設計監理業務契約書と工事請負契約書のそれぞれの期間が一致しない

　　②契約書に出来高支払日が明記されているが出来高算定日と不一致

　　③現場監理体制状況の不明(一覧など未作成)

Ⅱ　施工状況内容及び現場変更に関する指示書、変更明細書などの未作成

　　①平面計画変更がある場合にもかかわらず変更処理がなされていない

　　②コンクリート及び鉄筋の設計数量と搬入数量が著しく相違している

　　③給水管･配水管の仕様が変更されているが、変更処理がされていない

　　④変更事項が発注者･設計者に報告されていない(３者での要確認)

　　⑤変更に関する増減処理の未整備

　　⑥隠蔽部分工事の施工状況未確認(写真などの未整備)

　　⑦使用資材一覧表に列記されていない資材の使用

　　⑧建物の構造主体(基礎･柱･梁など)を、構造計算の検討をせずに安易に変更

　　　(断面を小さくする等)している場合がある

Ⅲ　中間検査

　　①出来高設計書(調書)の未整備

　　②出来高算定は、資材の現場取り付けが終了しているものを対象とする

Ⅳ　書類関連

　　①廃材マニフェストと産業廃棄物業者との関連不明

　　②現地での各種検査結果の経緯(結果資料)の未整備

　　③浄化槽の設置届がされていない

　　④変更項目及び金額の増減明細書が未整備

　　⑤メーカーリストなどの書類に監理者の確認が不明(承諾印の押印)

　　⑥材料(鉄筋)の品質証明(規格証明書)などの未整備

　　⑦下請け負業者の登録未確認(有効登録期限の確認)

○現地調査(中間･完成)における指摘事項･問題点など（Ｈ18～19）

・借地に係る契約を締結すること

・設計業者を随意契約とした場合、その理由根拠等を明確にしておくこと

・建設業者選定等について、理事会の審議を受けること

・選定委員会のメンバー、選定範囲を明確にし理事会等で審議すること（選定委員会設置の場合）

・指名競争入札にあたり、業者選定、機種選定等を理事会でそれぞれ審議し

　記録を残すとともに、予定総数（総額)をもって入札を行うこと

・設計監理業務契約書と工事請負契約書の期間を一致させること(再掲)

・施工計画書、要領書は工事着手前に承諾手続きを行うこと

・指示･協議書の作成整備（再掲)、工事検査書への監理者の記名押印もれ

・一部図面を変更する場合には変更指示書に根拠(理由・必要性)を明記すること

　元設計からの変更部については指示書等で明らかにすること

　施工方法の変更は変更協議書において減額とならない内容であることを明らかにすること

・浄化槽の隠蔽部分について、施工状況を確認するための証拠写真を保管しておくこと

・設計図と出来高寸法が一致していない部分についての対応を明らかにすること

・監事は法人及び施設運営の実態を把握するため、常時理事会に出席すること
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○現地調査(中間･完成)における指摘事項･問題点など（H20～  ）

・入札とすべきものを随意契約で行う場合は、理由を明確にしておくこと
・設備整備の入札において、予定価格調書を整備すること
・設計監理業務契約書と工事請負契約書の期間を一致させること
・執行伺い、契約伺いを整備すること
・○○を変更する場合には、変更指示書を作成すること
・埋没部等工事写真を提出すること（撮影日時入りのもの）
・備品の検収調書を整備すること
・施設の設備変更について届け出ること
・設備について規格等の変更については、事業者より文書で受け付けを行うこと
・工事出来高内訳書について適正に算定し、再提出すること
・工事進捗状況が分かる書類を提出すること
・建設業者の入札及び契約に当たり、一入札に対し２契約に分割し、また、本体建設工事の
　契約まで３か月の期間を要することにした理由について確認できなかった。
・設備整備の契約書記載について、かし担保責任についての条項を設ける事を検討されたい。
・設計監理業務委託契約、工賃請負契約の期間変更は、変更契約書により行うこと。（覚書によっていた）
・建設業者選定等について、理事会の審議を受けること
・自己資金及び寄附金の財源構成が確認できなかった。
・当初の事業計画協議後に、新たな寄附金や他団体からの助成金等を受け財源構成が変更する場合、
　改めて県に対し事前に協議すること。
・プロポーザルによる設計監理契約に当たり、参加業者の選定理由、プロポーザルの内容審査及び
　業者決定の過程について確認できなかった。
・契約条件について、入札前に参加業者に対し書面で説明すること。（支払条件など）
・厨房機器の機種選定経過について確認ができなかった
・補助金関連の書類整理、管理を適切に行うこと
・設計監理委託業者との契約にあたり、経理規程を順守すること。
　（複数の業者見積、契約伺いについて確認できなかった）
・工事着手金の支払いにあたり、理事会等において運転資金の借入承認がなされていることを
　確認できなかった。
・工事の進捗を十分に把握し、工期までの完了を行うこと。
・補助金関係で一部未整理の書類が見受けられたので、整理をしておくこと。
・実施設計業者の随意契約理由を経理規程上どの場合に当たるか明確にしておくこと。
・工事内容に変更がある場合は、変更契約を適切に行うこと。
・工事写真には、もれなく日付を入れること。
・設計・管理業務の変更契約について、変更内容を書面で明らかにし、理事会へ報告する。
・業者への支払いについて、一部契約書と一致していないものがあったので留意すること。
・設計監理業務契約書について、別添書類を整備しておくこと。
・設計監理業務契約について、積算根拠が確認できなかった。
・入札の基本事項等の重要事項は、理事会で審議すること。
・竣工図面に誤りがあるため、修正の上提出すること。
・理事会開催は、適時に行うこと。（入札公告の日に、当該案件の理事会を開催していた。）
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